
府中市市民活動応援助成金「エール」交付要綱 

令和５年１１月１日 

府中市市民活動センター運営グループ 

（趣旨） 

第１条  この要綱は、市と市民との協働を推進するため、市民団体が自ら実施し、

市民の公益の増進に寄与する事業に対して府中市市民活動応援助成金「エール」

を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。助成金は次の各号

に定める３コースを設置するものとする。 

(1)「事業スタートアップ助成」：新しく活動を開始した団体向けに事業の開始

を応援する助成金 

(2)「事業ステップアップ助成」：継続的な団体の事業展開を応援する助成金 

 (3)「組織基盤整備・強化助成」：団体の組織基盤を強化し、活動の継続を応援

する助成金 

 （定義） 

第２条 この要綱において「市民団体」とは、市内を活動拠点とし、公益的な活

動を行う又は行う予定の３名以上の団体で、その３割以上が市内在住、在勤・

在学である団体をいう。 

（対象となる団体） 

第３条 助成金の交付対象となる者は、次に掲げる要件を満たす市民団体とする。 

(1)公益的で営利目的でない活動を継続的に行っている、又は行う予定であるこ

と。 

(2)以下の活動を行っていないこと。 

  ア．特定の政党の利害に関する活動 

  イ．特定の公職の候補者若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、

又はこれらに反対する等の政治活動 

  ウ．特定の宗教若しくは特定の教派、宗派、教団等を支持し又これに反対す

る等の宗教活動 

(3)暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律 

７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。 

又は暴力団若しくはその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）の 

統制下にないこと。 



２ 「事業スタートアップ助成」の対象団体は、活動を行う予定又は活動開始

後 3 年以内の団体であり、過去に府中市市民提案型市民活動支援補助金（助

成金）・府中市市民活動応援助成金「エール」（以下「助成金」という。）、府

中市市民活動センタープラッツとの協働事業「プラッツと。」及び府中市提

案型協働事業を実施したことのない団体であること。 

３ 「組織基盤整備・強化助成」の対象団体は、次の要件をすべて満たす団体

であること。 

(1)過去に同コースの助成金を受けたことがない団体 

(2)以下のうちいずれかに該当する団体 

ア．公益的な活動を主目的とする非営利の法人格を有した団体、又は府中

市市民活動センター プラッツ登録団体 

イ．過去に助成金「エール」、又は府中市の協働事業提案制度に採択された

団体 

（対象となる事業） 

第４条 助成金の交付対象となる事業（以下「助成事業」という。）は、市民団体

が自ら企画を提案し、及び実施する事業であり、かつ、市民の公益の増進に寄

与することが認められる事業で、市内で行われる事業又は不特定多数の市民が

参加する事業とする。ただし、次の各号のいずれかに該当するものは、対象と

しない。 

(1)営利を目的とするもの 

  (2)国、都道府県、市区町村（府中市を含む）、又は民間団体等から申請事業と

同一事業に対する補助、助成又は委託を受けているもの 

 (3)学術的な研究に関するもの 

 (4)政策立案のための調査その他の政策の提案に関するもの 

 (5)対象者が著しく限定されると認められるもの   

（交付対象経費） 

第５条 助成金の交付対象となる経費は、次に掲げるものとする。 

(1)事業スタートアップ助成、事業ステップアップ助成 

講師等への謝礼金、旅費・交通費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、 保

険料、会場等の使用料及び賃借料、会場の舞台装置・関連設備等の設営費、図

書・文献・写真その他の資料の購入や複写等に要する費用、事業者への委託費、



事業実施のための直接的に要する人件費ほか、市民活動センター館長（以下「館

長」という。）が必要と認める経費  

(2)組織基盤整備・強化助成 

(1)の経費のほか、スタッフ研修費・ホームページ作成費・団体紹介パンフレ

ット等デザイン費・ウェブ等のシステム構築費・ファンドレイジングにかかる

DM 発送や手数料・ソフトウェア購入費・オンラインイベントや会議に必要と

なる機材購入費など、団体の基盤強化に必要と認められる経費（家賃・光熱費

などは対象外）ほか、館長が必要と認める経費 

（助成金の交付額） 

第６条 助成金の額は、以下のとおりとする。 

(1)「事業スタートアップ助成」は、対象経費の９０％以内とし、１事業あたり

１０万円を助成限度額とする。 

(2)「事業ステップアップ助成」は、対象経費の７０％以内とし、１事業あたり

５０万円を助成限度額とする。同一事業に対しての助成の限度は連続する３

年までとし、２年目は対象経費の５０％以内、３年目は対象経費の３０％以

内とする。 

(3)「組織基盤整備・強化助成」は対象経費のうち１０万円を助成の限度額とす

る。 

２ 前項の規定により算出した額及び事業の実施に係る収入（参加費、寄付金、

協賛金その他の収入。以下同様。）額の合計が事業費総額（対象経費及び対象外

経費）を超過する場合は、前項の規定により算出した額から当該超過額を減じ

た額を助成金の交付額とする。 

（事業年度） 

第７条 助成事業は、単年度において終了することを原則とし、当該年度で得た

事業の実施に係る収入は、当該年度の事業費に充てることとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、事業ステップアップ助成事業を実施した者で複数

年度にわたり継続して実施される助成事業に対して継続して助成金の交付を受

けようとする者は、助成金の交付を受けた年度の翌年度及び翌々年度に再申請

を行うことができる。 

（発表及び審査） 

第８条 館長は、助成金の交付の申請を受けた場合は、申請者に公開の場におい



て提案内容を発表する機会を与えることができ、選定のための審査委員会を設

けなければならない。 

２ 申請者は、前項の規定により提案内容を発表する機会が与えられた場合には、

当該提案内容を発表し、審査を受けなければならない。 

３ 館長は、必要があると認めるときは、前項の提案内容について、専門的知識

を有する者に意見を求めることができる。 

 (採択の決定) 

第９条 館長は、前条の規定による審査委員会の結果に基づき、助成金の採択の

可否及び助成金交付予定額を決定するものとする。この場合において、交付の

目的を達成するために必要があるときは、条件を付することができる。 

２ 館長は、前項の規定により助成金の採択の可否を決定したときは、助成金採

択・不採択決定通知書により当該申請をした者に通知するものとする。その際、

助成金の採択の決定を受けた者（以下、「助成団体」という。）に対しては、助

成金交付予定額についても通知するものとする。 

（助成金の請求） 

第１０条 助成団体は、助成金の採択及び交付予定額の通知を受けた後に、請求

書を館長に提出することにより当該決定された助成金交付予定額を請求するこ

とができる。 

２ 館長は、助成団体が事業の実績を報告する前に前項の規定による請求を受け

たときは、当該請求に係る助成団体に対し、助成金交付予定額を概算払いで支

払いするものとする。 

（計画変更の承認） 

第１１条 助成団体が、助成事業の内容及び経費の変更（館長が別に定める軽微

な変更を除く。）をしようとするときは、あらかじめ助成金計画変更承認申請書

を館長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 館長は、前項の規定による助成金計画変更承認申請書を受理した場合におい

て、これを審査し、承認の可否を決定するものとする。 

３ 館長は、計画の変更を承認することに決定したときは、別に定める助成金計

画変更承認通知書により、助成団体に通知するものとする。 

４ 館長は、計画変更の承認をする場合において、必要に応じ採択及び助成金交

付予定額の決定の内容を変更し、又は条件を付することができる。ただし、助



成金交付予定額は、第９条の規定により決定された助成金交付予定額を超えな

いものとする。 

５ 館長は、計画変更の承認をしないことと決定したときは、別に定める助成金

計画変更不承認通知書により、助成団体に通知するものとする。 

 （実績報告） 

第１２条 助成団体は、助成対象事業が完了したときは、終了後、３０日以内且

つ翌年度の４月１０日までに次の各号に掲げる書類を添えて館長に報告しなけ

ればならない。 

(1)助成金実績報告書 

(2)成果報告書 

(3)収支報告書 

(4)出納簿 

(5)領収書添付書 

(6)広報物・成果物・事業活動の写真等 

(7)その他助成対象事業に関する資料 

２ 助成団体は、前項に規定する実績報告の内容について、公開の事業報告会で      

成果を報告しなければならない。 

（交付の決定） 

第１３条 館長は、第１０条に規定する助成金の請求及び前条に規定する実績報

告を受けたときは、実績報告書の書類審査及び必要に応じて現地調査等を行い、

その報告に係る助成事業の成果が助成金の採択決定の内容及びこれに付した条

件に適合するものであるかを調査し、適合すると認めたときは、助成金の交付

の可否及び交付額を決定し、助成団体に通知しなければならない。ただし、助

成金の交付額は第９条の規定により決定された助成金交付予定額（第１１条に

規定する計画変更が承認された団体の場合は、変更後の助成金交付予定額）を

超えないものとする。 

(決定の取消し) 

第１４条 館長は、助成団体が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の

交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1)偽りその他の不正の手段により助成金の交付の決定を受けたとき。 

(2)助成金を他の用途に使用したとき。 



(3)その他助成金交付の決定の内容若しくはこれに付した条件又はこの要綱の

規定に違反したとき。 

(助成金の返還) 

第１５条 館長は、前条の規定により助成金の交付の決定を取消した場合におい

て、当該取消しに係る部分について既に助成金が交付されているときは、期限

を定めて、その返還を命じなければならない。 

２ 第１２条の規定による実績報告を行った助成団体は、第１３条の規定により決定

した助成金の交付額が第１０条の規定により既に概算払いにて支払いを受けた助成

金交付予定額を下回るときは、その差額を翌年度の４月１０日までに返還しなけれ

ばならない。 

（様式） 

第１６条 この要綱の施行について必要な様式は、別に定める。 

（雑則） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

    

付 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

   付 則 

 この要綱は、平成３０年１２月２０日から施行する。 

付 則 

 この要綱は、令和元年１２月２７日から施行する。 

付 則 

 この要綱は、令和２年１２月２４日から施行する。 

付 則 

 この要綱は、令和４年１２月１日から施行する。 

付 則 

 この要綱は、令和５年１１月１日から施行する。 


